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上場取引所（所属部）

４３６７ 大阪証券取引所（市場第２部）

大阪府

ＴＥＬ （０６） ６２０４－１５３３

中間配当制度の有無 有

１．1３年９月中間期の業績（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日）
（１）経営成績

百万円 百万円 百万円

百万円 円 銭

（２）配当状況

円 銭 円 銭

円 銭 円 銭

（３）財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

８

１

３

２．1４年３月期の業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

１株当たり予想当期純利益

予想営業利益 百万円

　(注)記載金額は百万円未満切捨

　　　利益項目での△は損失

１，３００

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

銭

００△ １，０００ ０ ００

氏 名

コ ー ド 番 号

１株当たりの株主資本

２４，５００，０００ 株

（注） １３年９月中間期 ２４，５００，０００ 株

　期末発行済株式数

平成１３年１１月 ９日

平成 －年 －月 －日

平成１３年１１月 ９日

９，０３９

責任者役職名

経 常 利 益

( △ 181.1 )(３０５

中間(当期)純利益

円 ８２

９，９２２

２１，２６２

４０

１９，３００ △ １，４００

経 常 利 益

１４年３月期

１ ３ 年 ３ 月 期

△

 （１単位の株式数　1,000株）

（参考） △

売 上 高 当 期 純 利 益
期　　末

． ０．

１２年９月中間期 ２４，５００，０００ 株

２５

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率

９０１１，７０８

１２，３３３

１２，０６０

４１

４７７．

５０３

４９２

．

．１３年３月期

２６，７４８

２８，５０６

２７，９９４

13年9月中間期

12年9月中間期

－

－

６． ００

13年9月中間期

12年9月中間期

２．会計処理の方法の変更 無

１３年９月中間期

１２年９月中間期

１ ３ 年 ３ 月 期

２４，５００，０００ 株

２４，５００，０００ 株

２４，５００，０００ 株

（注）
１．期中平均株式数

０． ００

１ 株 当 た り

中 間 配 当 金

１１

１ 株 当 た り

中間(当期 )純利益

０． ００

１ 株 当 た り

年 間 配 当 金

６

５

９

．

．

．

△ ４９

９０

７２３ ５３３

１４４

２２３

△ １５８ ( △

）
増 減 率

(

％

209.9 )

9.9 )

( 46.0 )

％

（
対前年中間期

）
増 減 率

)

)164.8△ △ ２８２

３４７

（

４７０ (

（
対前年中間期

42.6

△

％

増 減 率
）

増 減 率
営 業 利 益

１３年３月期

（
対前年中間期

売 上 高

8.9△ )

％

）
対前年中間期

( 12.7

１３年３月期 －

△

13年9月中間期

12年9月中間期

13年9月中間期

12年9月中間期

１３年３月期

平成14 年3月期

．

上 場 会 社 名

取締役経理室長

村 田 宏

広 栄 化 学 工 業 株 式 会 社

中間決算取締役会開催日

中 間 配 当 支 払 開 始 日

問 合 せ 先

本 社 所 在 都 道 府 県

個別中間財務諸表の概要

．

．

４３

４４

４２

)

(
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（単位：百万円、未満切捨）

自 13年 4月 1日 自 12年 4月 1日
至 13年 9月30日 至 12年 9月30日

（ 経 常 損 益 の 部 ）

９，０３９ ９，９２２ △ ８８２

７，３６１ ７，４０９ △ ４７

１，９８３ ２，０４２ △ ５８

△ ３０５ ４７０ △ ７７６

( １３８ ) ( １９６ ) ( △ ５８ )

２３ １６ ７

１１４ １７９ △ ６５

( １１４ ) ( ３１９ ) ( △ ２０４ )

４７ ５７ △ １０

６７ ２６２ △ １９４

△ ２８２ ３４７ △ ６２９

（ 特 別 損 益 の 部 ）

( １３ ) ( ４４４ ) ( △ ４３１ )

１３ － １３

－ ４４４ △ ４４４

( － ) ( ５３２ ) ( △ ５３２ )

－ ５３２ △ ５３２

△ ２６９ ２５９ △ ５２８

４ ３５２ △ ３４８

△ １１４ △ ２３７ １２２

△ １５８ １４４ △ ３０３

４８３ ４２８ ５４

３２４ ５７３ △ ２４９

中 間 損 益 計 算 書

金      額

増      減

当中間期 前年中間期

）

金      額

（

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 未 処 分 利 益

退職給付会計基準変更時差異

法人税、住民税および事業税

法 人 税 等 調 整 額

税引前中間純利益 (△ は損失)

中 間 純 利 益 （ △ は 損 失 ）

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失

そ の 他 の 費 用

経 常 利 益 （ △ は 損 失 ）

売 上 高

売 上 原 価

販売費および一般管 理費

営 業 利 益 （ △ は 損 失 ）

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 お よ び 割 引 料

（ ）

金      額

営 業 損 益 の 部

科  目

期  別
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(単位：百万円、未満切捨)

  科     目   科     目

[ 26,748 ] [ 27,994 ] [ △ 1,245 ] [ 15,040 ] [ 15,661 ] [ △ 620 ]

流 動 資 産 ( 15,180 ) ( 15,759 ) ( △ 579 ) 流 動 負 債 ( 8,643 ) ( 9,491 ) ( △ 848 )

現 金 ･ 預 金 347 1,104 △ 757 支 払 手 形 1,687 1,502 184

受 取 手 形 1,328 1,421 △ 92 買 掛 金 3,167 2,718 449

売 掛 金 3,753 3,773 △ 20 短 期 借 入 金 2,644 3,474 △ 830

有 価 証 券 2 － 2 未 払 金 838 923 △ 85

製 品 ･ 商 品 4,839 3,856 982 未 払 法 人 税 等 5 416 △ 411

半製品・仕掛品 3,800 4,352 △ 552 未 払 費 用 31 42 △ 11

原料品 ･貯蔵品 717 842 △ 125 預 り 金 59 71 △ 11

未 収 入 金 206 187 19 賞 与 引 当 金 210 330 △ 120

繰 延 税 金 資 産 162 212 △ 50 定 期 修 繕 引 当金 － 12 △ 12

その他の流動資産 37 32 5 固 定 負 債 ( 6,397 ) ( 6,169 ) ( 227 )

貸 倒 引 当 金 △ 14 △ 23 9 長 期 借 入 金 3,448 3,572 △ 124

固 定 資 産 ( 11,568 ) ( 12,235 ) ( △ 666 ) 長 期 預 り 金 401 378 22

有形固定資産 9,143 9,607 △ 464 退職給付引当金 2,547 2,110 437

構 築 物 932 937 △ 4

機 械 装 置 5,182 5,408 △ 225 [ 11,708 ] [ 12,333 ] [ △ 624 ]

車 両 運 搬 具 8 12 △ 3 資  本  金 ( 2,343 ) ( 2,343 ) ( － )

工 具 器 具 備 品 365 398 △ 32 法定準備金 ( 1,892 ) ( 1,876 ) ( 16 )

土 地 247 261 △ 13 資 本 準 備 金 1,551 1,551 －

建 設 仮 勘 定 149 224 △ 75 利 益 準 備 金 341 325 16

無形固定資産 46 13 33 剰  余  金 ( 6,738 ) ( 6,991 ) ( △ 253 )

固 定 資 産
圧 縮 積 立 金

2,378 2,613 △ 235 別 途 積 立 金 6,402 6,402 －

投 資 有 価 証 券 1,538 2,318 △ 779 中間未処分利益 324 573 △ 249

子 会 社 株 式 46 46 － ( うち中間純利益 ) ( △ 158 ) ( 144 ) ( △ 303 )

（△は損失）

繰 延 税 金 資 産 572 － 572

その他の投資等 142 158 △ 16

貸 倒 引 当 金 △ 86 △ 84 △ 1

合   計 26,748 27,994 △ 1,245 合   計 26,748 27,994 △ 1,245

（
12年9月30日

）（ ）
12年9月30日
（

13年9月30日
）

中 間 貸 借 対 照 表

20 4△

4△12

( 資 本 の 部 )

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

16

)

施 設 利 用 権 等 46 13 33

長 期 貸 付 金 15

投   資   等

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 負 債

増 減 増 減

現 在 現 在 現 在 現 在

13年9月30日
） （

前年中間期当 中 間 期 前年中間期 当 中 間 期

108108－ △建 物 2,256 2,364 108△

148 154 5△
評 価 差 額 金

)( 1,122( 734
その他有価証券

( 387 )△
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（単位：百万円、未満切捨）

期  別

自 自

至 至

製品グループ

医 農 薬 関 連 化 学 品 37.9 38.5

機 能 性 化 学 品 8.6 7.3

そ の 他 20.9 19.0

計 67.4 64.8

多 価 ア ル コ ー ル 類 22.7 23.0

そ の 他 9.9 12.2

計 32.6 35.2

( う ち 輸 出 額 ） （単位：百万円、未満切捨）

期    別

自 自

至 至

部  門  名

％ ％ ％

48.9 45.3

18.0 13.5

38.8 34.1

化

成

品

部

門

％ ％ ％

721

1,890

6,092

2,050

フ ァ イ ン 製 品 部 門

△ 235

△ 307

（
13年 4月 1日

） ）

増減率

3,489

9,922 100.0

△ 390

54

△ 3

2,285

△ 339

部
 
門

金  額

フ
ァ

イ

ン

製

品

部

門

3,429

775

1,887

前 年 中 間 期

（
12年 4月 1日

合        計 9,039

当 中 間 期

100.0

13年 4月 1日

13年 9月 30日

構成比

896

（

金  額

3,819

12年 9月 30日

金  額 構成比

6,432

増         減

当 中 間 期 前 年 中 間 期

）

2,946

1,204

）

13年 9月 30日 12年 9月 30日

12年 4月 1日
（

△ 542

△ 882

金  額 増減率

増         減

金  額 輸出比率 金  額 輸出比率

123

2,977 2,913 63

合      計

△ 10.2

△ 0.2

7.5

△ 10.3

530 470 60

3,507 3,383

部 門 別 売 上 高 表

（注）当中間期より、製品グループの区分を変更しました。最近の製品構成の変化に対応するとともに、
　　　市場の類似性を反映した分類を行うこととしたものであり、これにより当社の営業実態をより適切
　　　に示すこととしました。

12.8

3.7

△ 5.3

△ 25.5

△ 15.6

△ 8.9

2.2

化 成 品 部 門
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法             
      その他有価証券 
         時価があるもの        ：当中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価基準によってお 
                 ります。また売却原価は移動平均法により算定しております。 
                 （評価差額は全部資本直入により処理） 
          時価がないもの        ：原価基準（移動平均法） 
 
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法        
      商品、原材料              ：低価基準（移動平均法） 
   上記以外の棚卸資産    ：原価基準（移動平均法） 
 
３．有形固定資産の減価償却の方法：定率法  
   
 
４．引当金の計上基準 
 ①貸 倒 引 当 金               一般債権については合理的に見積った貸倒率により、貸倒懸念 
                 債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し 
                 て計上しております。 
 
 ②賞 与 引 当 金                従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づ 
                 き計上しております。 
                                   
  ③退 職 給 付 引 当 金               従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給 
                 付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末にお 
                 いて発生していると認められる額を計上しております。 
                 また、役員退職慰労金の支払に充てるため、内規による当中間 
                 会計期末退職慰労金要見積額の100％を繰入計上しております。 
                                                            
 
５．外貨建ての資産および負債の本邦通貨への換算基準 
    外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として 
    処理しております。 
 
６．リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 
  ついては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。 
 
７．消費税等の処理の方法        ：税抜方式 
 
 
 
 
 
注 記 事 項       
                                           （当中間期  ）  （前年中間期）  （増 減） 

１．有形固定資産の減価償却累計額            27,528百万円    25,995百万円    1,532百万円 

２．担保に供している資産                     8,457百万円     8,809百万円    △ 351百万円 
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リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

(工具・器具・備品等） （単位：百万円）

　 当中間期 前年中間期 増減

取 得 価 額 相 当 額 273 277 △ 4

減価償却累計額相当額 208 173 34

中 間 期 末 残 高 相 当 額 64 103 △ 38

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に

　　　占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(2)未経過リース料中間期末残高相当額

（単位：百万円）

　 当中間期 前年中間期 増減

１ 年 以 内 34 54 △ 19

１ 年 超 30 49 △ 19

合 計 64 103 △ 38

（注）未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の

　　　中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(3)支払リース料及び減価償却費相当額

（単位：百万円）

　 当中間期 前年中間期 増減

支 払 リ ー ス 料 25 30 △ 5

減 価 償 却 費 相 当 額 25 30 △ 5

(4)減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっております。

リ ー ス 取 引


